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株 主 各 位
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城 山 ト ラ ス ト タ ワ ー 37 階
ク オ ー ル 株 式 会 社
代表取締役社長 中 村 敬

　
第25期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
さて、当社第25期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使

することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同
封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただきご返送いただくか、当社
の指定する議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において賛否をご入力いただ
くか、いずれかの方法により平成29年６月27日（火曜日）午後６時00分までに到着す
るよう議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記
　

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都中央区日本橋二丁目14番１号
フロントプレイス日本橋 10階
クオール株式会社 会議室

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第25期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第25期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項

議 案 取締役11名選任の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
お土産を用意しておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、ご出席の株主

お一人さまに対し１個とさせていただきますのでご了承ください。
提供書面のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきまして

は、法令及び当社定款の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.qol-net.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまにご提供いたしております。

なお、監査報告書を作成するに際して監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算
書類には、提供書面記載のもののほか、当社ウェブサイトに掲載する「連結注記表」及び「個別
注記表」も含まれております。

株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正する必要が生じた場合
は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、以下の事項をご確認のうえ、

ご行使くださいますようお願い申しあげます。

　当日ご出席の場合は、書面のご郵送（議決権行使書用紙のご返送）又はインター

ネットによる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

１．インターネットによる議決権行使について

(1) インターネットによる議決権の行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。（毎日午前２時から午前

５時までは取扱い休止となります。また、株主さまのインターネット環境によっ

てはご利用できない場合もございます。）

　 ［議決権行使ウェブサイト］ http://www.evote.jp/

(2) 議決権行使書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご入

力いただき、画面の案内に従って議決権を行使してください。第三者による不正

アクセス（なりすまし）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、「仮パスワ

ード」のご変更をお願い申しあげます。

(3) 郵送とインターネットにより議決権を行使された場合にはインターネットによ

り行使された内容を、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された

場合には最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

(4) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくための費用（インターネット接続料

金・通信料金等）は株主さまのご負担となります。

(5) インターネットによる議決権の行使は、平成29年６月27日（火曜日）午後６時

00分まで受付いたしますが、できるだけお早めにご行使いただき、ご不明点等が

ございましたらヘルプデスクへお問合せください。

２．パスワードの取扱い

(1) 株主総会招集の都度、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通知

いたします。

(2) パスワードは議決権を行使される方が株主さまご本人であることを確認する手

段ですので、大切にお取扱い願います。パスワードに関するお電話等によるご照

会にはお答えいたしかねます。

３．インターネットによる議決権行使に関するお問合せ先（ヘルプデスク）

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

　 電 話 ０１２０－１７３－０２７（通話料無料）

　 受付時間 午前９時から午後９時まで
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（提供書面）
事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

当連結会計年度（平成28年４月１日～平成29年３月31日）におけるわが国経

済は、企業収益、雇用・所得環境の改善傾向がみられ、緩やかな回復基調を続

けております。

　保険薬局業界においては、平成28年４月の診療報酬改定は、大変厳しいもの

となりました。社会保障・医療の質に対する国民意識の高まりの中で、かかり

つけ薬剤師・薬局の評価導入など、業界として多様な医療ニーズへの対応を迫

られております。

　当社グループは、「あなたの、いちばん近くにある安心」（スローガン）を掲

げ、かかりつけ薬剤師・薬局として地域社会の信頼獲得をめざした人財育成と

薬局運営に注力してまいりました。また、「選ばれつづける薬局への挑戦」（経

営ビジョン）として、異業種連携により展開する「街ナカ」薬局をはじめ、「駅

チカ」「駅ナカ」のさまざまな業態の薬局を展開しております。さらには、「患

者のための薬局ビジョン」にいち早く対応するため、健康サポート薬局モデル

店を設置し、地域住民への健康セミナーやＩＣＴを活用した未病に対するセル

フメディケーションの推進を実施しております。また、国が求める後発医薬品

（ジェネリック）の使用促進を絶好の機会と捉え、医薬メーカー、医療機関への

人材派遣等ＢＰＯ受託事業の機会獲得につなげるなど、グループ経営としての

シナジーを追求しております。

※ＢＰＯ：Business Process Outsourcingの略

このような環境のもと、当連結会計年度における当社グループ連結業績は、

売上高131,502百万円（前年同期比5.2％増加）、営業利益6,865百万円（前年同

期比1.8％増加）、経常利益7,065百万円（前年同期比5.6％増加）、親会社株主に

帰属する当期純利益4,353百万円（前年同期比17.4％増加）となりました。

　 セグメント別の業績は、次のとおりであります。

イ.保険薬局事業

当連結会計年度においては、既存店に加え、前期開局の新店及び新規取得子

会社の売上が寄与し、堅調に推移いたしました。また、出店状況については、

新規出店18店舗、事業の譲受けによる取得14店舗、子会社化による取得111店舗

の計143店舗を出店する一方、閉店により10店舗（うち売店３店舗）減少した結

果、当社グループ全体での店舗数は696店舗となりました。この結果、売上高は

前年同期比5,287百万円増加し120,596百万円（前年同期比4.6％増加）となりま
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した。利益面においては薬価・診療報酬改定の影響を受けて、薬剤料単価、技

術料単価が減少したため、営業利益は前年同期比550百万円減少し6,161百万円

（前年同期比8.2％減少）となりました。

ロ.ＢＰＯ受託事業

当連結会計年度においては、前期に注力した損益管理の徹底と事業の選択と

集中の効果が寄与いたしました。ＣＳＯ事業に関しては、安定的に成長し、好

調な派遣紹介事業とともに業績は順調に推移いたしました。その結果、売上高

は前年同期比1,256百万円増加し10,905百万円（前年同期比13.0％増加）、営業

利益は前年同期比498百万円増加し1,498百万円（前年同期比49.8％増加）とな

りました。

※ＣＳＯ：Contract Sales Organizationの略

　 ② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資の総額は12,930百万円で

あり、主なものは建物等の店舗設備等であります。

　 ③ 資金調達の状況

当社は、運転資金の安定かつ、効率的な調達を行うため、取引銀行16行と

12,100百万円の当座貸越契約を締結しております。なお、これらの契約に基づ

く借入未実行残高は11,600百万円であります。

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

記載すべき重要な事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

記載すべき重要な事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

当連結会計年度において、たちばな薬局株式会社他８社は当社と合併し、消

滅しております。また、子会社間の合併により、６社が消滅しております。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、平成28年10月３日付で、株式会社共栄堂の発行済株式のすべてを取

得し、100％子会社化いたしました。
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　(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 22 期

(平成26年３月期)
第 23 期

(平成27年３月期)
第 24 期

(平成28年３月期)
第 25 期

(平成29年３月期)

売 上 高 (百万円) 100,966 114,363 124,957 131,502

経 常 利 益 (百万円) 2,208 4,262 6,688 7,065

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 777 2,155 3,709 4,353

１株当たり当期純利益 (円) 25.11 63.33 107.78 128.35

総 資 産 (百万円) 53,904 59,573 69,847 81,290

純 資 産 (百万円) 17,374 19,152 21,022 21,632

１株当たり純資産額 (円) 521.60 557.42 602.36 652.42

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数にて算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末純資産額を、期末発行済株式数から自己株式数を控除した数

値で除し計算しております。
３．第25期（当連結会計年度）より、少額減価償却資産に関する会計方針を変更したため、第

24期については、遡及修正後の数値を記載しております。

　

　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名
資本金又
は出資金

出資比率 主 要 な 事 業 内 容

アポプラスステーション株式会社 438百万円 100％
ＣＳＯ事業、薬剤師・看護師紹
介・派遣事業

　

　③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。

　

　(4) 対処すべき課題

保険薬局業界は、超高齢社会の到来とともに医療費抑制のための対応政策が展

開される中、国民・患者さまが望む安心・安全かつ、良質な医療サービスの充実、

地域ニーズを反映した在宅医療等さらなる医療連携の強化が求められると予想し

ております。

このような状況の下、当社グループは以下の基本戦略に基づき、持続的な成長

を遂げる経営基盤の進化を目指してまいります。
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①成長と収益の確保

②グループシナジーの追求

③組織のスリム化

④新事業の創出

⑤クオールグループ人財戦略

　

　(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

保 険 薬 局 事 業 保険調剤業務を取扱う薬局の運営等

Ｂ Ｐ Ｏ 受 託 事 業 ＣＳＯ事業、ＣＲＯ事業、労働者派遣・紹介事業等の医療周辺事業

　※ＣＲＯ：Contract Research Organizationの略

　(6) 主要な営業所（平成29年３月31日現在）

当社

本社 東京都港区

札幌事務所 北海道札幌市

仙台事務所 宮城県仙台市

郡山事務所 福島県郡山市

名古屋事務所 愛知県名古屋市

大阪事務所 大阪府大阪市

福岡事務所 福岡県福岡市

沖縄事務所 沖縄県那覇市

当社グループ 店舗

北海道地区10 東北地区75
関東地区314 中部地区135
近畿地区94 中国地区38
四国地区13 九州地区17

アポプラスステーション株式会社 本社 東京都中央区
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　(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

保 険 薬 局 事 業 3,710（1,670）名 723名増（191名増）

Ｂ Ｐ Ｏ 受 託 事 業 730（ 102）名 20名増（ 24名増）

全 社 （共 通） 65（ 12）名 16名減（ ３名減）

合 計 4,505（1,784）名 727名増（212名増）

(注) １．使用人数は従業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当
社グループへの出向者を含む）であり、パート・嘱託・派遣社員は（ ）内に年間の平均
人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業区分に区分できない管理部門
に所属しているものであります。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

　 2,775（1,196）名 　276名増（98名増） 34.7歳 　 5.6年

(注) 使用人数は従業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であ
り、パート・嘱託・派遣社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,211百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,523百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,111百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,586百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,463百万円

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

　(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 70,000,000株

② 発行済株式の総数 35,845,500株

③ 株主数 4,016名

　 ④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社メディパルホールディングス 7,582,800株 22.7％

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー
プライスド ストツク フアンド（プリンシパル
オール セクター サブポートフオリオ）

1,989,000株 6.0％

中村 敬 1,627,000株 4.9％

株式会社ローソン 1,311,800株 3.9％

第一三共株式会社 1,304,000株 3.9％

クオール従業員持株会 1,170,463株 3.5％

株式会社トリム 1,104,000株 3.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,018,400株 3.1％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 857,700株 2.6％

田辺三菱製薬株式会社 780,000株 2.3％

(注) 当社は、自己株式2,502,035株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除し、小数点第２位以下を四捨五入しております。

　 ⑤ その他株式に関する重要な事項

平成29年１月11日を取得日とする自己株式の取得を行いました。この結果、

自己株式数は、1,153,200株増加し、2,502,035株となっております。

　(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項

平成27年10月27日付発行の第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債の社債総額100億円に付された新株予約権の内容は、次のとおりであ

ります。
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新株予約権の数 100個

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 5,558,700株

転換価額
当初1,799円

（転換価額は一定の条件のもと、調整される）

行使可能期間 平成27年10月28日から平成30年10月29日まで

　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長ＣＥＯ 中 村 勝

一般社団法人日本保険薬局協会 会長
一般財団法人東京薬科大学附属社会医療研究所 教授
(非常勤)
横浜薬科大学 客員教授

代表取締役社長ＣＯＯ 中 村 敬 アポプラスステーション株式会社 代表取締役会長

専 務 取 締 役 荒 木 進

専 務 取 締 役 岡 村 章 二

常 務 取 締 役 福 滿 清 伸

常 務 取 締 役 井 村 光 雄 開発本部長

取 締 役 恩 地 ゆかり 薬局支援本部長

取 締 役 荒 木 勲 東日本支社長

取 締 役 久 川 秀 樹
西日本支社長 兼 株式会社レークメディカル 代表取締
役社長

取 締 役 網 岡 克 雄 金城学院大学薬学部 教授

取 締 役 窪 木 登志子
窪木法律事務所 所長
中央大学法科大学院 客員教授
シチズン時計株式会社 社外監査役

常 勤 監 査 役 月 原 幹 夫

監 査 役 渡 邉 宣 昭
公認会計士渡邉宣昭事務所 所長
株式会社東天紅 社外監査役
パイプドＨＤ株式会社 社外監査役

監 査 役 吉 川 正 勝

(注) １．取締役網岡克雄氏及び窪木登志子氏は、社外取締役であります。なお、当社は、両氏を東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．常勤監査役月原幹夫氏、監査役渡邉宣昭氏及び吉川正勝氏は、社外監査役であります。な
お、当社は、３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。

３．常勤監査役月原幹夫氏は、長年にわたり銀行にて培った財務業務の経験と経営コンサルタ
ントとして様々な業務改善の経験を重ねてきており、財務及び業務改善に関する相当程度
の知見を有するものであります。
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４．監査役渡邉宣昭氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

５．平成28年６月22日開催の第24期定時株主総会終結の時をもって、代表取締役会長岩田明達
氏は、任期満了により退任いたしました。

６. 平成28年６月11日をもって、代表取締役専務髙田龍三氏は、辞任により退任いたしました。

　 ② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

13名
　（２名）

417百万円
（９百万円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
（３名）

21百万円
（21百万円）

合 計 16名 439百万円

(注) 当事業年度末の取締役は11名（うち社外取締役２名）、監査役は３名（全員社外監査役）であ
ります。上記の支給人員には、平成28年６月11日をもって辞任により退任した取締役１名及び
平成28年６月22日開催の第24期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役
１名を含んでおります。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款第29条の規定に基づき社外取締役である網岡克雄氏及び窪木登

志子氏との間で、また、同第39条の規定に基づき社外監査役である月原幹夫氏、

渡邉宣昭氏及び吉川正勝氏との間で、それぞれ会社法第427条第１項の契約（以

下、「責任限定契約」という。）を締結しております。これらの責任限定契約の

概要は、同法第423条第１項の責任について、取締役及び監査役の職務を行うに

つき善意でかつ、重大な過失がないときは、法令が規定する最低責任限度額を

限度とするものであります。

　 ④ 社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先である法人等と当社との関係

氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人との関係

取 締 役 網岡 克雄 金城学院大学薬学部 教授
当社と金城学院大学との間に重要な
取引その他の関係はありません。

取 締 役 窪木 登志子
窪木法律事務所
中央大学法科大学院
シチズン時計株式会社

所長
客員教授
社外監査役

当社と窪木法律事務所との間には顧
問契約による取引があります。ま
た、当社と中央大学法科大学院及び
シチズン時計株式会社との間に重要
な取引その他の関係はありません。

監 査 役 渡邉 宣昭
公認会計士渡邉宣昭事務所
株式会社東天紅
パイプドＨＤ株式会社

所長
社外監査役
社外監査役

当社と公認会計士渡邉宣昭事務所、
株式会社東天紅及びパイプドＨＤ株
式会社との間に重要な取引その他の
関係はありません。
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　 ロ．当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況

氏 名 出 席 ・ 発 言 状 況

取 締 役 網岡 克雄
取締役会は当事業年度15回開催のうち12回出席し、業務執行を行う経営陣
から独立した客観的視点で、議案、報告事項について質問、助言、意見を
適宜述べております。

取 締 役 窪木 登志子
取締役会は当事業年度15回開催のうち13回出席し、業務執行を行う経営陣
から独立した客観的視点で、議案、報告事項について質問、助言、意見を
適宜述べております。

常勤監査役 月原 幹夫
取締役会は当事業年度15回開催のうちすべてに出席し、また、監査役会は
当事業年度８回開催のうちすべてに出席し、取締役会の職務執行の監査役
等職務を遂行するうえで必要な質問、助言、意見を述べております。

監 査 役 渡邉 宣昭
取締役会は当事業年度15回開催のうちすべてに出席し、また、監査役会は
当事業年度８回開催のうちすべてに出席し、取締役会の職務執行の監査役
等職務を遂行するうえで必要な質問、助言、意見を述べております。

監 査 役 吉川 正勝
取締役会は当事業年度15回開催のうちすべてに出席し、また、監査役会は
当事業年度８回開催のうちすべてに出席し、取締役会の職務執行の監査役
等職務を遂行するうえで必要な質問、助言、意見を述べております。

　(4) 会計監査人の状況

　 ① 名称 有限責任 あずさ監査法人

　 ② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の報酬等の額について監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行及び報酬見積りの算出

根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意の判断をいたしました。

　 ④ 非監査業務の内容

当社は、有限責任 あずさ監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項に規

定する業務以外の合意された手続業務を委託し、対価を支払っております。
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　 ⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の能力、組織及び体制、監査の遂行状況及びその品

質、独立性等を総合的に勘案して、会計監査人の職務の執行に支障がある等解

任が必要と判断した場合には、その決議に基づいて、会計監査人の解任又は不

再任を株主総会の付議議案といたします。また、会計監査人が会社法第340条第

１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基

づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選任した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。

　 ⑥ 責任限定契約の内容の概要

　 該当事項はありません。

　(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及び

その他取締役会の業務の適正を確保するための体制について決定内容の概要は、

次のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

イ. 当社は、企業理念を着実に遂行することを企業目的とし、法令、定款、「ク

オールグループ企業行動憲章」、「役職員倫理規程」、「コンプライアンス管理

規程」を遵守した高い倫理観に基づく企業活動を推進している。

ロ. 当社は、利益相反取引及び利益相反取引と疑われる取引について、事業推

進上の制約を受けることなく、取引比率及び取引条件等においても、公正妥

当な取引を行うよう、取締役及び監査役が常に監視している。

ハ. 当社は、社外取締役及び社外監査役を選任している。社外取締役及び社外

監査役は、取締役の職務執行が機能する体制が整備・確保され、実践されて

いるかを監視している。

ニ. 執行部門から独立した内部監査担当部門を設置し、当社における業務活動

の適正性及び効率性を監視している。

ホ. 法令等遵守の統括機関としてのリスク管理委員会にコンプライアンス部会

を設置し、当社及びグループ会社に対して企業倫理とコンプライアンスを徹

底している。

ヘ. 内部統制の統括機関としての内部統制委員会に内部統制部会を設置し、所

定の手続を経て内部統制のモニタリング等を実施・評価し、内部統制委員会

にて審議のうえ社長に報告、取締役会にて最終決定している。
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　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、別に定める「文書管理規程」及び

その他社内規程に基づき、適切に保存・管理を行っている。監査役会又は監査

役は、必要に応じて当該文書を自由に閲覧することができる。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 損失の危険に関する規程その他の体制に関する事項については、別に定め

る「全社リスク管理規程」及びその他社内規程に基づき、リスクマネジメン

トの実践を通じ、事業の継続・安定的発展を確保している。監査役会又は監

査役は、必要に応じて当該文書を自由に閲覧することができる。

ロ. 大規模な災害、事故等の発生によるリスクに適切に対処するため、適宜迅

速に対策本部を設置する。対策本部で取扱うべきリスク、権限、活動内容等

の詳細については、「危機管理（リスク管理）規程」において定める。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎

として、取締役会を原則月１回定時開催し、年度予算の進捗状況を報告、対

策を決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、適宜個別審議事項

に対応している。

ロ. 取締役会の機能強化と迅速な意思決定を目的として、執行役員制度を導入

し、経営の意思決定をする取締役と、業務遂行の責任を担う執行役員を明確

に区分し、効率的に業務を執行している。

ハ. 別に定める「職務権限規程」に基づき、迅速かつ、効率的に業務を遂行し

ている。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制

イ. 「クオールグループ企業行動憲章」、「役職員倫理規程」、「コンプライアン

ス管理規程」を当社及びグループ会社における業務運営の倫理上・業務上の

指針としている。

ロ. 経営管理については「関係会社管理規程」に従い、当社への決裁・報告制

度による関係会社経営の管理を行っており、グループ全体の業務が効率的に

行われることを確保している。また、業務上重要な事項が発生した場合には、

都度当社に報告が行われる体制を構築している。

ハ. 内部監査担当部門は、別に定める「内部監査規程」に基づき、関係会社に

対し、グループ統制の見地から、人事・資金面での影響度や連結決算の適正

な実施等、定期的もしくは臨時的に監査している。

ニ．グループ会社が当社からの経営管理、経営指導内容又は法令に違反し、そ

の他、コンプライアンス上問題があると認められる場合には、コンプライア

ンス部会の事務局である総務担当部門に報告する。コンプライアンス部会は、
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直ちに監査役に報告を行うとともに、意見を述べることができる。また、監

査役は、意見を述べるとともに、当社取締役会にて改善策を求めることがで

きる。

ホ．「危機管理（リスク管理）規程」において、リスク管理体制の適用範囲にグ

ループ会社も含め、その損失の危険の管理を行っている。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び、同使用人の取締役からの独立性に関する事項、同

使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ. 監査役の職務を補助すべき使用人を任命する必要がある場合には、当社の

使用人から監査役補助者を任命することとする。補助使用人が兼任で監査補

助業務を担う場合には、監査役の補助使用人に対する指揮命令に関し、取締

役以下補助使用人の属する組織の上長の指揮命令は受けないこととする。監

査補助者の評価は監査役が行い、監査役の同意を得たうえで取締役会が決定

することとし、取締役からの独立を確保するものとする。

　 ロ. 監査役補助者は、業務の執行に係る役職を兼務しないこととする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

イ．当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、当社グループの業務又は業

績に与える重要な事項について、当社の監査役に都度報告することができる。

前記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社及びグループ会社

の取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

ロ．監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けない体制を確保している。

　 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．当社及びグループ会社の取締役は、定期的に監査役と情報交換を行う。

ロ．内部監査担当部門は、定期的に監査役に監査結果を報告する。

ハ．監査役は、会計監査人に対して会計監査の結果等について随時説明及び報

告を行わせるとともに定期的に情報交換を実施する。

ニ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、監査役の請求等に

より円滑に行えるものとしている。

　 ⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、反社会的勢力排除に向けた体制を維持するために「反社会的勢力対

策規程」を定めている。社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会

的勢力に対しては、警察、顧問法律事務所等外部の関係機関とも連携をとりつ

つ、毅然とした姿勢で組織的に対応する体制を確保している。
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　 ⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため「財務報告に係る内部統制の整

備・運用及び評価の基本計画」を定め、財務報告に係る内部統制が有効に機能

する体制を構築、整備、運用している。

　

　(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　 ① コンプライアンス

「クオールグループ企業行動憲章」「役職員倫理規程」「コンプライアンス管

理規程」を当社及びグループ会社における業務運営の倫理上・業務上の指針と

して定め、使用人各自が携帯している「クオールグループ必携情報」に掲載し、

グループ会社の使用人に明示・周知徹底しております。

また、当社及びグループ会社におけるコンプライアンスの相談窓口を設置し、

電話及びＥメール等により相談を受け付けております。

② リスク管理

「全社リスク管理規程」に基づき、全社的なリスクマネジメント推進体制に

関わる課題・対応策を協議・承認する組織として「リスク管理委員会」を設置

し、リスクマネジメント推進の指示、進捗管理を実施しております。

大規模な災害、事故の発生によるリスクに適切に対処するため、適宜迅速に

対策本部を設置し、対処しております。

③ グループ管理

当社は「関係会社管理規程」に従い、グループ会社の業務執行について当社

所定の会議で決裁や報告を受ける体制を整備しております。また、専門の部署

や担当者を置くことで各社の業務執行の状況を把握し、グループ会社の管理監

督や必要に応じた経営指導を行っております。

④ 取締役の職務執行

取締役が法令及び定款に則って行動するよう「クオールグループ企業行動憲

章」や「役職員倫理規程」等の社内規程を制定し、社外取締役を複数名選任す

ることで、監督機能を強化しております。なお、当連結会計年度においては、

取締役会は原則月１回開催されております。

⑤ 監査役の職務執行

監査役は「取締役会」のほか「リスク管理委員会」等重要な会議に出席し、

取締役の職務執行や、内部統制システムの整備・運用状況を確認しております。

監査役は、内部監査を担当する部門、会計監査人等と定期的に情報・意見を

交換する場を設けることにより、監査の実効性を高めております。

⑥ 内部統制

執行部門から独立した内部監査担当部門を設置し、当社における業務活動の

適正性及び効率性を監視しております。
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また、財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係わる内部統制の整

備・運用及び評価の基本計画」を定め、財務報告に係わる内部統制が有効に機

能する体制を構築、整備、運用しております。

　(7) 剰余金の配当の決定に関する方針

当社グループの配当につきましては、今後の事業展開や経営基盤強化のための

内部留保確保を考慮しつつ、株主の皆さまに対し、安定した利益還元を継続的に

実施することを基本方針としております。

このような方針のもと、当連結会計年度の期末配当金につきましては、平成29

年５月15日開催の取締役会において、１株当たり12円の配当を実施することを決

議いたしました。次期の利益配当金につきましては、前記に記述いたしました利

益配分に関する基本方針に基づき実施してまいります。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭

　 ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株当たり金12円

　 総額392,089,980円

なお、中間配当金として平成28年９月30日現在の株主に対し１株当たり12

円をお支払いしておりますので、当連結会計年度の年間配当金は１株当たり

24円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成29年６月13日
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 36,578 流 動 負 債 31,183

現 金 及 び 預 金 14,174 買 掛 金 17,626

受取手形及び売掛金 15,785 短 期 借 入 金 540

商 品 及 び 製 品 4,489 １年内返済予定の長期借入金 5,833

仕 掛 品 37 未 払 法 人 税 等 1,481

貯 蔵 品 134 賞 与 引 当 金 1,974

繰 延 税 金 資 産 831 そ の 他 3,728

そ の 他 1,131 固 定 負 債 28,473

貸 倒 引 当 金 △5 社 債 15,603

固 定 資 産 44,668 長 期 借 入 金 11,631

有 形 固 定 資 産 10,373 繰 延 税 金 負 債 42

建 物 及 び 構 築 物 5,219 役員退職慰労引当金 55

工具、器具及び備品 1,357 退職給付に係る負債 340

土 地 3,689 資 産 除 去 債 務 593

そ の 他 105 偶 発 損 失 引 当 金 142

無 形 固 定 資 産 29,483 そ の 他 64

の れ ん 28,588 負 債 合 計 59,657

ソ フ ト ウ エ ア 705 純 資 産 の 部

そ の 他 188 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

非 支 配 株 主 持 分

21,149

2,828

9,366

13,137

△4,182

167

167

315

投 資 そ の 他 の 資 産 4,812

投 資 有 価 証 券 573

敷 金 及 び 保 証 金 3,108

繰 延 税 金 資 産 424

そ の 他 829

貸 倒 引 当 金 △122

繰 延 資 産 43

社 債 発 行 費 43 純 資 産 合 計 21,632

資 産 合 計 81,290 負 債 純 資 産 合 計 81,290

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月26日 18時45分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 131,502

売 上 原 価 114,625

売 上 総 利 益 16,876

販売費及び一般管理費 10,010

営 業 利 益 6,865

営 業 外 収 益

受 取 家 賃 19

受 取 手 数 料 65

保 険 解 約 返 戻 金 219

補 助 金 収 入 13

そ の 他 175 493

営 業 外 費 用

支 払 利 息 106

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 142

そ の 他 44 293

経 常 利 益 7,065

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 370 385

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 21

固 定 資 産 売 却 損 2

減 損 損 失 152

厚 生 年 金 基 金 脱 退 損 失 65

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 28 270

　税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,180

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,762

法 人 税 等 調 整 額 8 2,770

　当 期 純 利 益 4,409

　非支配株主に帰属する当期純利益 56

　親会社株主に帰属する当期純利益 4,353

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日 期首残高 2,828 9,354 9,754 △1,469 20,468

会計方針の変更による累積的影響額 △73 △73

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,828 9,354 9,680 △1,469 20,394

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △896 △896

親会社株主に帰属する当期純利益 4,353 4,353

自 己 株 式 の 取 得 △2,838 △2,838

自 己 株 式 の 処 分 11 125 136

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

- - - - -

連結会計年度中の変動額合計 - 11 3,457 △2,713 755

平成29年３月31日 期末残高 2,828 9,366 13,137 △4,182 21,149

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

平成28年４月１日 期首残高 368 368 259 21,096

会計方針の変更による累積的影響額 - △73

会計方針の変更を反映した当期首残高 368 368 259 21,022

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △896

親会社株主に帰属する当期純利益 - 4,353

自 己 株 式 の 取 得 - △2,838

自 己 株 式 の 処 分 - 136

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△201 △201 56 △145

連結会計年度中の変動額合計 △201 △201 56 610

平成29年３月31日 期末残高 167 167 315 21,632

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

23,095

8,357

9,516

3,266

90

345

609

914

△5

51,603

7,303

3,830

180

42

1,095

2,140

0

13

9,977

9,295

574

107

34,322

292

29,076

56

1,799

82

200

2,492

432

△110

43

43

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

偶 発 損 失 引 当 金

そ の 他

27,255

12,618

4,247

5,769

542

616

731

88

1,335

1,304

27,642

15,603

11,466

425

142

4

負 債 合 計 54,897

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

19,723

2,828

10,945

2,487

8,457

10,132

12

10,119

10,119

△4,182

120

120

純 資 産 合 計 19,844

資 産 合 計 74,741 負 債 純 資 産 合 計 74,741

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 93,678

売 上 原 価 84,133

売 上 総 利 益 9,544

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,292

営 業 利 益 4,251

営 業 外 収 益

受 取 家 賃 30

受 取 利 息 20

受 取 配 当 金 104

受 取 手 数 料 65

そ の 他 53 275

営 業 外 費 用

支 払 利 息 100

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 142

そ の 他 27 270

経 常 利 益 4,256

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 370

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 531 911

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9

固 定 資 産 売 却 損 2

減 損 損 失 150

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 7

厚 生 年 金 基 金 脱 退 損 失 65

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 28 264

　税 引 前 当 期 純 利 益 4,904

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,555

法 人 税 等 調 整 額 145 1,700

　当 期 純 利 益 3,203

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

平成28年４月１日 期首残高 2,828 2,487 8,446 10,934 12 7,885 7,898 △1,469 20,191

会計方針の変更による累積的影響額 - △73 △73 △73

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,828 2,487 8,446 10,934 12 7,812 7,824 △1,469 20,118

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - △896 △896 △896

当 期 純 利 益 - 3,203 3,203 3,203

自 己 株 の 取 得 - - △2,838 △2,838

自 己 株 式 の 処 分 11 11 - 125 136

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額 )

- - -

事業年度中の変動額合計 - - 11 11 - 2,307 2,307 △2,713 △394

平成29年３月31日 期末残高 2,828 2,487 8,457 10,945 12 10,119 10,132 △4,182 19,723

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年４月１日 期首残高 320 320 20,511

会計方針の変更による累積的影響額 - △73

会計方針の変更を反映した当期首残高 320 320 20,438

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - △896

当 期 純 利 益 - 3,203

自己株式の取得 - △2,838

自己株式の処分 - 136

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△199 △199 △199

事業年度中の変動額合計 △199 △199 △594

平成29年３月31日 期末残高 120 120 19,844

（記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月18日

クオール株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 轟 芳 英 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 孝 明 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、クオール株式会社の平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、クオール株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月18日

クオール株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 轟 芳 英 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 孝 明 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、クオール株式会社の平成28年４月

１日から平成29年３月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第25期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見

として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に対し事業の報告を

求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。さらに、財務報告に係る内部統制について、取締

役等及び有限責任 あずさ監査法人から、両者の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び

監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書作成時点におい

て開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から受けて

おります。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上

　平成29年５月25日

　 クオール株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役
(社外監査役) 月 原 幹 夫 ㊞

監 査 役
(社外監査役) 渡 邉 宣 昭 ㊞

監 査 役
(社外監査役) 吉 川 正 勝 ㊞

以 上
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株 主 総 会 参 考 書 類
　

議 案 取締役11名選任の件
　本株主総会終結の時をもって、取締役11名全員の任期が満了になります。
　つきましては、取締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

１
中　村
なか むら

　 勝
まさる

(昭和17年10月４日)

昭和36年４月 中川安㈱（現アルフレッサ㈱）入社

675,500株

平成４年10月 当社設立 代表取締役社長就任
平成24年５月
平成25年４月

一般社団法人日本保険薬局協会 会長就任
一般財団法人東京薬科大学附属社会医療
研究所 教授（非常勤）就任（現任）

平成27年５月
平成28年６月

横浜薬科大学 客員教授就任（現任）
当社代表取締役会長ＣＥＯ就任（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、設立時からの代表
取締役として、事業基盤を確立し、業績・業容ともに発
展させた実績があり、事業全般に精通していることから、
引き続きその豊富な経験や知見を、当社の経営に活かし
ていくことが期待できるものと判断したためであります。

２
中　村
なか むら

　 敬
たかし

(昭和45年１月19日)

平成４年４月 第一製薬㈱（現第一三共㈱）入社

1,627,000株

平成13年10月 当社入社
平成15年６月 取締役就任 社長室長
平成16年10月 開発本部長
平成17年６月 常務取締役就任
平成19年６月
平成28年６月

代表取締役副社長就任
代表取締役社長ＣＯＯ就任（現任）
クオールＳＤホールディングス㈱ 代表取
締役社長就任
アポプラスステーション㈱ 代表取締役会
長就任（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、代表取締役として、
経営全般統括の任務を通じて、豊富な経験・実績を有し
ており、事業経営に精通していることから、引き続きそ
の豊富な経験や知見を、当社の経験に活かしていくこと
が期待できるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

３
岡　村
おか むら

　章
しょう

　二
じ

(昭和33年６月17日)

昭和56年４月
昭和56年５月
昭和57年11月

㈱マツモトキヨシ入社
薬剤師名簿登録
薬日本堂㈱入社

25,400株

平成10年12月 当社入社
平成16年４月 執行役員就任
平成17年６月
平成18年11月

取締役就任
㈱福聚 代表取締役社長就任

平成19年６月 当社常務取締役就任
平成21年４月 薬局事業本部長
平成23年６月 専務取締役就任（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、長
らく、当社の事業基盤である保険薬局の経営に精通し、
また、薬剤師として高度な専門知識を有しているため、
引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かして
いくことが期待できるものと判断したためであります。

４
福　滿　清　伸
ふく みつ きよ のぶ

(昭和43年５月16日)

平成３年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行

56,000株

平成14年９月 当社入社
平成17年４月 執行役員就任
平成20年４月 上席執行役員就任 管理本部長
平成21年６月
平成25年４月
平成26年４月

取締役就任
経営戦略本部長 兼 事業戦略部長
経営戦略本部長

平成26年６月 常務取締役就任（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、当
社管理部門において豊富な経験・実績を有しており、引
き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしてい
くことが期待できるものと判断したためであります。

５
井　村　光　雄
い むら みつ お

(昭和33年10月12日)

昭和61年９月 台糖ファイザー㈱（現ファイザー㈱）入社

12,300株

平成５年２月
平成19年３月

第一製薬㈱（現第一三共㈱）入社
当社入社 社長室 部長 兼 薬局管理本部 部長

平成20年４月 執行役員就任
平成22年４月 上席執行役員就任 薬局企画運営本部長
平成23年６月 取締役就任
平成24年４月
平成24年11月
平成27年10月
平成28年６月

開発本部長（現任）
㈱モリヤマ (現琉球クオール㈱) 代表取締役社長就任
当社ブランディング部長
常務取締役就任（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、当
社の事業基盤である保険薬局の開発業務に豊富な経験・
実績を有しており、引き続きその職務経験や知見を、当
社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断し
たためであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

６
恩　地　ゆかり
おん ち

(昭和37年７月26日)

昭和62年６月 薬剤師名簿登録

32,300株

昭和63年１月
平成５年３月

東京掖済会病院（現東京掖済会クリニック）入職
当社入社

平成16年４月 執行役員就任 内部監査室長
平成20年４月
平成21年10月

上席執行役員就任
㈱福聚 代表取締役社長就任

平成23年４月
平成24年４月
平成25年４月

㈱医療総合研究所 代表取締役社長就任
当社薬局支援本部長
クオールアカデミー㈱ 代表取締役社長就任

平成26年４月
平成26年６月
平成26年10月
平成27年４月
平成27年10月

当社薬局支援第二本部長 兼 教育研修部長 兼 ＣＳ推進部長
取締役就任 (現任)
薬局支援第二本部長 兼 クオールアカデミー部長
薬局支援本部長 兼 クオールアカデミー・教育研修部長
セルフメディケーション推進部長

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、当
社の事業基盤である保険薬局経営に豊富な経験・実績を
有しており、また、薬剤師として高度な専門知識を有し
ているため、引き続きその職務経験や知見を、当社の経
営に活かしていくことが期待できるものと判断したため
であります。

７
荒　木
あら き

　 勲
いさお

（昭和41年11月15日）

平成４年４月
平成４年６月
平成８年２月
平成14年４月
平成16年４月
平成23年４月

平成25年４月
平成26年４月
平成26年５月
平成27年４月
平成28年６月

赤井薬局入社
薬剤師名簿登録
当社入社
埼玉支店長
執行役員就任 東京第二支店長
上席執行役員就任 薬局事業本部長
兼 薬局事業本部ＮＣＣ事業部長
鈴久薬品㈱ 代表取締役社長就任
当社薬局支援第一本部長
たちばな薬局㈱ 代表取締役社長就任
当社東日本支社長
㈲みらい 代表取締役社長就任
当社取締役就任（現任）

40,289株

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社の事業基盤で
ある保険薬局経営の執行を通して、豊富な経験・実績を
有しており、また、薬剤師として高度な専門知識を有し
ているため、引き続きその職務経験や知見を、当社の経
営に活かしていくことが期待できるものと判断したため
であります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

８
網　岡　克　雄
あみ おか かつ お

(昭和31年10月９日)

昭和55年４月
昭和55年８月

㈱三和化学研究所入社
薬剤師名簿登録

―

昭和59年３月 国立名古屋病院 (現国立病院機構名古屋医
療センター) 入職

平成５年４月 同病院 薬剤科製剤室長 兼 薬歴管理室長
平成７年４月 厚生省 (現厚生労働省) 薬務局安全課 医

薬品適正使用推進室指導係長
平成９年10月 同省 保健局医療課医療指導監査室 特別医

療指導監査官
平成11年４月

平成12年４月

平成16年４月
平成19年４月
平成27年６月

国立静岡病院 (現国立病院機構静岡医療セ
ンター) 薬剤科 副薬剤科長
スイショー薬局㈱ (現㈱海部調剤) 入社
スイショー薬局 調剤センター部長
金城学院大学消費生活科学研究所 助教授就任
同大学薬学部 教授就任 (現任)
当社取締役就任（現任）

【選任理由】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、薬剤師として
の高度な専門知識及び大学教授としての幅広い見識を、
引き続き当社の経営に反映していただけることが期待で
きるものと判断したためであります。

９
窪　木　登志子
くぼ き と し こ

(昭和35年２月26日)

昭和62年４月

平成５年４月
平成14年２月
平成15年８月
平成21年４月
平成24年４月
平成27年６月
平成28年６月

弁護士登録
山崎法律特許事務所入所
大野・窪木法律事務所開設
東京家庭裁判所 調停委員 (現任)
窪木法律事務所開設 所長就任 (現任)
会計検査院・退職手当審査会 委員 (現任)
中央大学法科大学院 客員教授就任 (現任)
当社取締役就任（現任）
シチズンホールディングス㈱（現シチズン
時計㈱） 社外監査役就任（現任）

200株

【選任理由】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士として
の高度な専門知識を、引き続き当社の経営に反映してい
ただけることが期待できるものと判断したためでありま
す。

※
10

石　井　孝　芳
いし い たか よし

（昭和36年10月26日）

昭和60年４月
平成26年６月
平成26年10月
平成27年４月
平成28年４月
平成28年10月

塩野義製薬㈱入社
当社入社 経営戦略本部 副本部長
経営企画部長
執行役員就任 経営戦略本部長
経営企画本部長（現任）
上席執行役員就任（現任） ―

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社及び前職の経
営企画部門において豊富な経験・実績を有しており、そ
の職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが
期待できるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

※
11

阿　部　安　孝
あ べ やす たか

（昭和37年５月１日）

昭和61年４月
平成９年３月
平成25年４月

第一製薬㈱（現第一三共㈱）入社
薬剤師名簿登録
アポプラスステーション㈱ 入社
代表取締役社長就任（現任）

2,700株
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、ＢＰＯ受託事業を
営むグループ会社の代表取締役として、経営全般統括の
任務を通じて、豊富な経験・実績を有しており、また、
薬剤師として高度な専門知識を有しているため、その職
務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待
できるものと判断したためであります。

　

(注) １．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．網岡克雄氏及び窪木登志子氏は、社外取締役候補者であります。
４．網岡克雄氏及び窪木登志子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし

ての在任期間は、本株主総会終結の時をもって２年となります。
５．当社は、網岡克雄氏及び窪木登志子氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、

両氏を同取引所に届け出ております。なお、当社は、網岡克雄氏と顧問契約を締結してお
りますが、当社が直前事業年度に同氏に支払った報酬額は僅少であるため、同氏の独立性
に問題はないと判断しております。また、当社は、窪木登志子氏が代表を務める窪木法律
事務所と顧問契約を締結しておりますが、当社が直前事業年度に同事務所に支払った報酬
額は僅少であるため、同氏の独立性に問題はないと判断しております。

６．当社は、網岡克雄氏及び窪木登志子氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第29条
の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏
の再任が承認された場合、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。なお、当該
契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額であります。

以 上
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日本橋
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阪本小学校阪本小学校
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比
谷
線

江戸橋一丁目交差点

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会場：東京都中央区日本橋二丁目14番１号

フロントプレイス日本橋 10階

クオール株式会社 会議室
　

　

地 下 鉄 日本橋駅（東西線・銀座線）
　 「Ｄ４出口」より徒歩約１分
　 （浅草線）
　 「Ｄ１出口」より徒歩約１分
地 下 鉄 茅場町駅（日比谷線・東西線）
　 「12番出口」より徒歩約３分

　※会場に駐車場の用意はございませんので、公共交通機関をご利用ください。
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